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希望退職者の募集及び店舗統廃合に関するお知らせ 

 

記 

 

当社は、平成 27 年５月７日開催の取締役会において、希望退職者の募集及び店舗統廃合について決議いた

しましたのでお知らせいたします。 

 

１．希望退職者の募集について 

(1) 希望退職者の募集を行う理由 

当社は、ＳＥ（ソーラーエンジニアリング）事業部門において、再生可能エネルギーの電力系統への

接続問題等による太陽光発電事業における経営環境の急激な変化に適時適切に対応するために、九州、

四国地区の適正な人員体制を踏まえつつ、マーケットが大きい関東、関西、中部地区の体制を強化し、

固定費全般の削減により収益構造の改善を図っております。今般、太陽光発電事業を取り巻く中期的な

経営環境に対応し持続的な成長を図るために、さらに踏み込んだ経営合理化策を実施することが必要不

可欠と判断し、当該事業部門において、人員の適正化に向け希望退職者の募集を実施することといたし

ました。 

(2) 希望退職者の募集の概要 

① 募集対象者 ： ＳＥ事業部門の技術職、事務職 

② 募集人員 ： 約 600 名 

③ 募集期間 ： 平成 27 年５月 14 日から平成 27 年５月 29 日まで 

④ 退職日 ： 平成 27 年６月 22 日 

⑤ 優遇処置 ： 退職者に対して特別退職金を支給することに加え、希望者に対しては再就職支援会社

を通じ再就職支援を行います。 

 

２．店舗統廃合について 

(1) 店舗統廃合を行う理由 

ＳＥ事業部門の西日本地区においては、ＨＳ（ホーム・サニテーション）事業部門の店舗網をベース

に 65 店舗を設置しておりましたが、経営合理化の一環として、また経費圧縮の観点から、店舗の一部を

統廃合することといたしました。 

(2) 店舗統廃合の概要 

ＳＥ事業部門の西日本地区において廃止する営業所は、九州地区 24 ヶ所のうち 11 ヶ所、中国地区 10

ヶ所のうち３ヶ所、四国地区９ヶ所のうち３ヶ所、関西地区 16 ヶ所のうち３ヶ所、計 20 ヶ所を廃止し、

それぞれ近隣店舗に統合することとします。統廃合時期は６月中に完了見込みであります。これにより、

西日本地区におけるＳＥ事業部門の店舗数は、65店舗(中京地区６店舗を含む)から45店舗になります。 

なお、20 ヶ所のうち 13 ヶ所は事務所等の賃借を解除し、７ヶ所はＨＳ事業部の営業所として引き続き

業務を続けるため賃借は解除しません。 
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３．今後の見通し 

今回の希望退職者の募集に伴い発生する特別退職金等の一時的な費用は、平成 28年３月期連結業績にお

いて、特別損失として計上する予定であります。600 人程度の退職者を想定した場合に見込む計上額は約

３億円となりますが、その具体的な金額及び業績に与える影響については、確定次第お知らせいたします。 

次に、今回の店舗統廃合に伴い発生する一時的な費用や今回の施策に付随し減車する車輌関連費用など

約３億円を、平成 27 年３月期連結業績において特別損失として計上する予定であります。なお、店舗統廃

合等に伴い発生する費用が連結業績に与える影響については、本日別途開示した「業績予想の修正に関す

るお知らせ」において、平成 27 年３月期の業績予想に織り込んでおります。 

今回実施する希望退職者の募集や店舗統廃合などの施策によるコスト削減効果は、平成 27 年７月以降を

見込んでおり、その削減額は平成 28 年３月期において、年間約 26 億円程度を見込んでおります。これら

コスト削減が連結業績に与える影響については、今回の希望退職者の募集に伴い発生する費用等による影

響と併せて、平成 27 年５月 13 日発表予定の決算短信において、平成 28 年３月期の業績予想に織り込ん

で発表いたします。 
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